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Ⅰ 補助事業の概要
１.補助金の目的と性格

【目的】 ［公募要領 p4］

この補助金は、水素を活用した自立・分散型エネルギーシステムを導入する経費の一部
を補助することにより、再生可能エネルギーの導入拡大を図り、エネルギー起源二酸化
炭素の排出抑制に資することを目的としています。

【補助事業者】 ［公募要領 p6 p7］

地方公共団体、民間企業等

【補助事業期間】 ［公募要領 p7］

離島以外モデル 単年度または２か年度事業、
離島モデル 最長３か年度以内の事業

【補助金の交付額】 ［公募要領 p17］

協会が必要と認めた補助対象経費の2/3

（ただし、離島以外モデルについては、補助上限額を１．４億円とする。）



（１）「水素エネルギーシステム」

再生可能エネルギー由来の電力で水の電気分解を行い、発生した水素を貯蔵し、燃

料電池を用いて電気や熱エネルギーを供給するシステムであり、合わせて蓄電池に

より短期的な電力変動の吸収・放出を行い、エネルギーマネジメントシステムによりシ

ステム全体の最適な運転制御を行うものをいう。
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２.定義（抜粋） 公募要領 p5



（３）「蓄電池」

電気エネルギーの貯蔵・放出を繰り返し行えるものであり、長期に渡り出力変動の大
きい再エネに対応可能で、充放電効率の良いリチウムイオン二次電池とする。

（７）「離島」

本土（北海道、本州、四国、九州、沖縄本島をいう。）と系統連系していない有人の島
をいう。

（８）「ミニグリッド」

既存の大規模発電所からの送電電力にほとんど依存せずに、エネルギー供給源と消
費施設をもつ小規模なエネルギーネットワークをいう。

（９）「マイクログリッド」

電力を必要とする都市部などから離れた場所に作られる大規模、集中配電方式とは
異なり、小規模の発電施設を地域内に作って、その地域の学校や病院等特定施設の
電力需要をまかなうものをいう。
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２.定義（抜粋） 公募要領 p5
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３.補助対象となる事業

【（１）対象事業の基本的要件】

① 事業を行うための実績・能力・実施体制が構築されていること

② 提案内容に、事業内容・事業効果・経費内訳・資金計画等が明確な

根拠に基づき示されていること

③ 本事業の補助により導入する設備等について、国からの他の補助

金を受けていないこと

【（２）対象事業】
水素エネルギーシステムを導入する事業を交付の対象とし、設備の

新設のほか、既設の設備を移設、増設、改造する場合にも交付の対

象とします。

なお、太陽光発電や風力発電等の再生可能エネルギー発電設備を

設置する事業は交付の対象としていませんが、既に保有し、かつ、

電力として活用可能なものを使用することは妨げません。

公募要領 p6



【（２）対象事業】

補助事業は原則として、以下の要件を全て満たす必要があります。

（離島以外モデル・離島モデル共通）

水素エネルギーシステムは、高い安全性と安定した稼働を要求されることから、エネルギー

マネジメントシステム構築のノウハウまたは特許等を有し、かつそのシステムについて１年以

上の運転実績のある事業者がシステム計画・仕様作成を行うこととする。

再生可能エネルギー発電設備とともに、①蓄電池、②水電解装置、③給水タンク、④水素貯

蔵タンク、⑤燃料電池、⑥貯湯タンク、⑦エネルギーマネジメントシステム、⑧熱配管等を組

み合わせ、再生可能エネルギー由来の電気・熱をオンサイトで供給するシステムとする。

蓄電池や水素を活用することで、系統電力に依存せず、再生可能エネルギーのみで自立可

能なシステムとする。 （ただし、寒冷地における凍結防止用の補機に限り、安全性の観点か

ら系統電力によるエネルギーの補完も可とする。）

燃料電池により電気と熱の両方を活用できるシステムとし、再生可能エネルギーの変動や

負荷側の変化を常に監視し、自動運転するエネルギーマネジメントシステムを備え、最適な

バランスでエネルギーを貯蔵・供給して二酸化炭素の排出削減に寄与するシステムとする。
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３.補助対象となる事業 公募要領 p6
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【（２）対象事業】

離島モデルについては、前頁の要件（一～四）に加え、以下の要件を満たす

ものとします。

一 離島地域のミニグリッド、マイクログリッドに対し、グリッドの電力

の一部もしくは全部を賄うものであること。
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３.補助対象となる事業 公募要領 p6
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水素エネルギーシステムにおける蓄エネルギーとCO2排出量削減

○蓄エネルギーの方法
・再エネ電力を蓄電池に蓄える。
・再エネ電力による水電解で発生させた水素で蓄える。

○蓄エネルギーは、次の①、②のいずれの場合も可とする。
① 再エネ電力の余剰分を蓄える。
② 余剰分に限らず、再エネ電力の一部または全部を計画的に蓄える。

【例】太陽光発電の余剰電力を蓄積し、別の時間帯で活用する場合

○蓄エネルギー分を別の時間帯で活用することにより消費電力量削減を図る。
→ CO2排出量の削減



【（３）補助事業者】

この補助事業に申請できるのは、地方公共団体、民間団体及びその他の法人とします。

なお、民間団体及びその他の法人とは次に掲げるものをいいます。

① 民間企業（リース・レンタル事業者を含む。）

② 独立行政法人通則法第２条第１項に規定する独立行政法人

③ 一般社団法人・一般財団法人及び公益社団法人・公益財団法人

④ 法律により直接設立された法人

⑤ その他環境大臣の承認を得て協会が適当と認める者
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３.補助対象となる事業 公募要領 p6-p7



【（４）共同実施】

補助事業を２者以上の事業者が共同で実施する場合、共同で申請するものとし、そ
の代表者を補助金の対象者とします。

代表者は補助事業を自ら行い、かつ、当該補助事業により財産を取得する者としま
す。この場合、代表者を代表事業者、それ以外の事業者を共同事業者とします。

代表事業者は、本事業の応募書類の申請者となるほか、その事業の推進に係る取り
まとめを行うとともに、具体的な事業計画の作成や、事業の円滑な実施のための進
行管理を行います。

※ 補助事業をリースにより行う場合は、設備の所有者（リース会社等）を

代表事業者、リース等の利用者（地方公共団体等）を共同事業者としま

す。
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３.補助対象となる事業 公募要領 p7



【（５）維持管理】

補助事業により導入した設備等の取得財産は、交付規程第８条第１３号及び第１４号
の規定に基づき、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金の交付の目的に従っ
て、その効率的運用を図るようにしてください。また、導入に当たっては各種法令を遵
守するようにしてください。

【（６）二酸化炭素削減量の把握及び情報提供】

補助事業者は、事業の実施による二酸化炭素排出削減量等を把握し、交付規程及び
協会の求めに応じて、事業の実施に係るこれらの情報を提供するようにしてください。

【（７）補助事業期間】

離島以外モデル 単年度または２か年度事業

離島モデル 最長３か年度以内の事業
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３.補助対象となる事業 公募要領 p7
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【選定方法】

応募者から提出された実施計画書について、協会が設置する審査委員会で定めた審査
基準により、厳正に審査を行います。

審査結果を踏まえ、環境省と協議の上補助事業を選定します。（採択通知）

なお、対象事業の『基本的要件』『対象事業』 （公募要領 p6 本説明資料 p7、8、9）に適

合しない提案については、審査対象外とし不採択となります。

また、要件に適合する提案であっても、応募内容によっては、補助額の減額又は不採択

となる場合もあります。

【ご注意】

採択通知後、改めて交付申請書を提出いただき、審査のうえ協会から交付決定を行い

ます。 ［公募要領 p14］

補助事業は、交付決定日後（採択通知後ではない）に開始願います。 ［公募要領 p14］

交付決定日前に発注等を行った経費は、補助対象になりません。 ［公募要領 p2］

公募要領 p８４．補助事業の選定
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補助事業の流れ

（2月28日までに事業完了）

応
募
申
請
者

栃
木
県
環
境
技
術
協
会

応募
審査

補助事業の開始
（工事契約，機器の発注等）

交付決定日後

公募（説明会開催）

採択／不採択通知

交付決定通知

補助金額の確定通知

補助金の支払い（３月末）

応募申請 （ 8/3 締切）

交付申請

完了実績報告 （3/10 締切）

補助金の請求（３月中旬）

公募要領 p9

交付
審査

完了
審査

交付
申請

応募
申請

事業
報告

完了実
績報告

事業報告書（4/30まで） 環境大臣
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＜参考＞事業実施のための工程計画について

実施スケジュール例 ２か年継続事業（各年度契約 1年目：実施設計 2年目：工事）

（複数年度一括契約 1年目：機器の調達 2年目：工事）

1年目 2年目

応募・
交付申請

・実施設計
・工事
（製作・
現場施工）
・供用開始

一次公募
（７月中旬～８月中旬）

▲採択
9月中旬

▲交付申請
9月下旬～

▲完了実績報告
3月10日締め

▲交付申請
４月上旬

▼交付決定
５月上旬

機器製作
（6月下旬～12月上旬）

現場確認
（10月下旬～11月上旬）

詳細設計
（11月下旬～1月末）

据付・点検
（1～2月）

申請・審査期間 実績報告／申請期間 実績報告

▲契約
事業開始

▼交付決定
10月上旬

▲契約（複数年契約の場合不要）
事業開始

▲完了実績報告
3月10日締め

▼事業完了
検査検収
２月下旬まで

▼事業完了
検査検収
２月下旬まで

この期間は事業ができません。



（１）虚偽の応募に対する措置

応募書類に虚偽の内容を記載した場合、事実と異なる内容を記載した場合は、事業

の不採択、採択の取消、交付決定の解除、補助金の返還等の措置をとることがありま

す。

（２）補助事業対象経費

事業を行うために必要な工事費（本工事費、付帯工事費、機械器具費、測量及試験

費）、設備費、業務費及び事務費であって別表第２に掲げる経費並びにその他必要な

経費で協会が承認した経費となります。

〈補助対象外経費〉

以下の費用は補助対象外です。総事業費中の補助対象外となる経費は明確にしてく
ださい。

○ 二酸化炭素排出削減に寄与しない機器・設備や、周辺機器、法定必需品など

○ 取得財産の表示プレート作成費

○ 官公庁等への申請、届出等に係る経費

○ 本補助金への応募・申請手続きに係る経費
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５.応募に当たっての留意事項 公募要領 p10
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５.応募に当たっての留意事項

消費税等仕入控除税額について

消費税等仕入控除税額は、減額して申請してください。 （交付規程第４条第２項）

ただし、次の事業者は、消費税等額を補助対象経費に含めて申請できます。

① 消費税法における納税義務者とならない補助事業者

② 免税事業者である補助事業者

③ 消費税簡易課制度を選択している補助事業者

④ 地方公共団体（特別会計をもうけて事業を行う場合に限る。）又は消費

税法別表第３に掲げる法人で特定収入割合が５％を超える補助事業者

⑤ 地方公共団体の一般会計である補助事業者



【（１）応募書類】

提出が必要となる書類（次の①～③）は、必ず協会のホームページからダウンロードして
作成するようお願いします。

① 応募申請書【様式１】 （Ｗｏｒｄ（．ｄｏｃ）形式）

② 実施計画書【様式２】 （Ｅｘｃｅｌ（．ｘｌｓ）形式）

※ 実施計画書における各欄は必ず記載し、漏れのないようにしてください。

③ 経費内訳【様式３】 （Ｅｘｃｅｌ（．ｘｌｓ）形式）

④ 企業パンフレット等申請者の業務概要がわかる資料及び定款又は寄附行為

⑤ 経理状況説明書（直近２決算期の貸借対照表及び損益計算書）

⑥ 申請者が法律に基づく法人である場合は、それを証する書類の写し

⑦ その他参考資料

⑧ 暴力団排除に関する誓約事項（民間団体及びその他の法人が応募する場合）
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６.応募の方法 公募要領 p11



応募時に添付する書類

実施計画書

１．事業実施場所を示す資料

２．導入する設備の資料

３．低炭素化に資する環境対策への取組に関する資料

経費内訳

４．見積書

５．見積書の根拠資料

６．企業概要

７．定款・寄付行為

８．事業者登記簿

９．申請年度の予算書
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６.応募の方法 公募要領 p11
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６.応募の方法【参考①】 公募要領 p11～12

【様式１】

応募申請書

【様式２】

実施計画書

【様式３】

経費内訳

金額の根拠がわか
る書類（見積書、積
算書）等を参考資料
として必ず添付して
ください。

法律に基づく事業
者であることを証
する行政機関から
通知された許可書
の写し

法人登記簿
（３ヶ月以内

のもの）

経費積算書
又は見積書

様式3の経費内訳
の根拠となる資料

その他

導入する設備の
仕様書や図面等,
申請書に記載した
内容の根拠となる
資料や、根拠とな
る資料を添付する

業務概要

応募者の業務内
容がわかる企業
パンフレット等

共同事業者がい
る場合は、その業
務概要も添付

定款

共同事業者がい
る場合は、その定
款も添付

※地方公共団体
については不要で
す

直近２期
貸借対照表

共同事業者がい
る場合は、その直
近２期貸借対照表
も添付

直近２期
損益計算書

共同事業者がい
る場合は、その直
近２期損益計算書
も添付

ア、イ、ウ、キ 紙書類を３部提出

正本 １部
副本 ２部（コピー可）

エ、オ、カ 紙書類を１部提出

ア、イ、ウ、キの書類の電子
データを保存した
CD-R/DVD-Rを１部

ア イ ウ

エ

カ

キ

オ
【応募書類・提出部数】



様
式
３

経
費
内
訳
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６.応募の方法【参考②】 公募要領 p11～12

様
式
３

様
式
２

実
施
計
画
書

【提出方法】 持参または郵送

水
素
を
活
用
し
た
自
立
・
分
散
型
エ
ネ
ル
ギ
｜
シ
ス
テ
ム
構
築
事
業

応
募
書
類

在
中

（例）

応募書類は、封書に入れ、宛
名面に、応募事業者名及び対
象事業の応募書類である旨を
朱書きで明記してください

封書
＜参考＞

様
式
２

・・・

あい紙にインデックスを付し、
「【様式１】」「積算書」等記入して、
検索しやすくしていただけるとあり
がたいです。
（申請書等には、インデックスを直
接付さない）

ホチキスでは綴じない

パンチ穴をあけ、
ファイリングする

様
式
１

応
募
申
請
書

【提出期間・提出先】

平成３０年８月３日（金）17時 必着 一般財団法人栃木県環境技術協会まで

＜ご注意＞

受付期間以降に協会に到着した書類のうち、遅延が協会の事情に起因しない場合は、

いかなる理由があっても応募を受け付けません。十分な余裕をもって応募してください。

様
式
１



【交付申請】

採択された事業者には、補助金の交付申請書を提出していただきます。

複数年度事業に取り組んでいる事業者には、来年度以降も提出していただきます。

【交付決定】

提出された交付申請書の内容について審査を行い、補助金の交付が適当と認められ
たものについて交付の決定を行います。

【事業の開始】

補助事業者は、協会からの交付決定を受けた後に、事業を開始してください。

○契約・発注日は、協会の交付決定日以降であること。

○補助事業の遂行上著しく困難又は不適当である場合を除き、競争原理が働くよう
な手続きによって相手先を決定すること。

○当該年度に行われた委託等に対して、平成３１年２月２８日までに対価の支払いが
行われること。
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Ⅱ 補助事業における留意事項等について
１.補助金の交付について 公募要領 p14



【補助金の経理等について】

収支簿及びその証拠書類は、他の経理と明確に区分して整理。補助事業の完了年度終
了後、５年間保存。 ［交付規程第８条第八号］

【完了実績報告及び書類審査等】

２月末日までに補助事業を完了。（複数年事業の場合も、各年度、２月末日に完了）

補助事業完了後３０日以内又は当該年度３月１０日のいずれか早い日までに実績報告
書を提出。 ［交付規程第１１条］

【取得財産の管理について】

取得財産等管理台帳を整備し、その管理状況を明らかにしておくとともに、取得財産等
には環境省の補助事業で取得した旨、表示。

耐用年数の期間内に取得財産等を処分するときは、あらかじめ協会の承認を受けてくだ
さい。 ［交付規程第８条第十三号第十四号］
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２.補助金の経理等について 公募要領 p15



（１）事業報告書の作成及び提出 ［公募要領 p10］ ［交付規程第16条］

補助事業が完了した日からその年度末までの期間、及び、その後の３年間の期間は、毎年度終

了後３０日以内（４月３０日まで）に事業報告書を環境大臣に提出。

（２）補助事業完了後の検証 ［公募要領 p10］

補助事業の完了日の属する年度以降、導入した設備と設備の稼働状況、管理状況及び事業の

成果（二酸化炭素排出削減量）を確認するため、環境省から委託を受けた団体による現地調査

が行われる場合があります。

（３）圧縮記帳 ［公募要領 p16］

補助事業者が法人の場合、国庫補助金等で取得した固定資産等の圧縮額の損金算入（圧縮記

帳）の規定（法人税法第42条）の適用を受けることができます。

なお、規定の適用を受けるに当たっては、一定の手続が必要となりますので、所轄の税務署等

にご相談ください。
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３.その他
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４.問合せ先

問い合わせは、原則電子メールを利用し、メール件名に、以下の例のように法
人名及び応募予定の事業名を記入してください。

【メール件名記入例】

【株式会社○○○】水素を活用した自立・分散型エネルギーシステム構築事業について問い合
わせ

【問い合わせ先】

一般財団法人栃木県環境技術協会 水素エネルギー部

ＴＥＬ ： ０２８－６７１－１７８１

ＦＡＸ ： ０２８－６７１－１７８３

Ｅ-mail ： tochikankyou.suiso@mbr.nifty.com

担当者 ： 荒川、藤田、吉田、保坂

【問い合わせ期間】

平成３０年７月９日（月）～ 平成３０年８月１日（水）

公募要領 p13


